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新型コロナウイルス感染拡大における通常総会開催等に関する Q＆A（改訂版） 

 

Q1 総会の会場を訪れることなく議決権を行使することはできませんか。また、実際の会場を設

けることなく、総会を開催することはできませんか。 

A1 集会（マンション標準管理規約（単棟型）（以下「標準管理規約」という。）第 42条第２項に

おいて、建物の区分所有等に関する法律（昭和 37年法律第 69号。以下「区分所有法」という。）

上の集会を「総会」としているため、以下「総会」という。）の会場を訪れることなく、議決権

を行使する方法としては、書面又は代理人によって議決権の行使が考えられます（区分所有法

第 39 条第２項）。また、規約の定め又は総会の議決がある場合には、電磁的方法（メールでの

送信等）によって議決権の行使も考えられます（区分所有法第 39 条第３項）。そのほか、区分

所有者全員の承諾がある場合には、書面又は電磁的方法によって決議を行うことも考えられま

す（区分所有法第 45条第１項）。 

  一方、実際の会場を設けることなく、総会を開催する方法としては、WEB会議システム等を用

いて総会を開催する方法が考えられます。WEB 会議システム等を用いて総会を開催する方法の

具体的な内容については、別に掲載している「IT を活用した総会・理事会の開催に関する Q&A

（改訂版）」をご参照ください。 

 また、上記のとおり、区分所有者全員の承諾を得て、書面又は電磁的方法によって総会の決

議を行った場合であっても、別途、管理者等（理事長等）は、少なくとも毎年一回総会を招集

し（区分所有法第 34 条第２項等）、総会において、毎年一回一定の時期に、その事務に関する

報告をしなければならないと考えられています（区分所有法第 43 条等）。これらの規定は、前

年の総会開催時から１年以内に必ず総会の招集をし、総会において事務報告をすることを求め

ているわけではないと考えられており、法務省からは、今般の新型コロナウイルス感染症に関

連し、前年の総会の開催から１年以内に総会の開催をすることができない状況が生じた場合に

は、その状況が解消された後、本年中に総会を招集し、総会において必要な報告をすれば足り

るとの見解が示されています※。 

※ https://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00024.html 

 そのほか、標準管理規約第 42条第３項において、理事長は、通常総会を、毎年 1回新会計年

度開始以後 2 か月以内に招集しなければならないこととされていますが、災害又は感染症の感

染拡大等が発生しており、WEB 会議システム等を用いた総会の開催も困難である場合等のやむ

を得ない場合においては、通常総会を必ずしも新会計年度開始以後 2 か月以内に招集する必要

はなく、これらの状況が解消された後、遅滞なく招集すれば足りると考えられています（標準

管理規約第 42条第３項関係コメント）。 

 

Q2 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に関する注意喚起が続いている中ですが、今年度 

の通常総会は、会場を設けて、組合員に参集してもらう方法で開催したいと考えています。 

  どのような点に留意して開催すればよいでしょうか。 

A2 感染症の感染拡大等が発生している場合において、会場を設けて、組合員が参集する形で通

常総会を開催しようとする際には、そのような形で通常総会を開催することに対するリスクや、
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組合員の安全・安心等を確保するための措置等について、慎重に検討されるべきものと考えら

れます。 

  また、会場を設けて総会を開催しようとする場合には、注意喚起の内容を遵守するとともに、

次のような点に留意する必要があります。 

 

1、会場を設定し、組合員が参集する形で通常総会を開催する必要性等を踏まえつつ、組合員に

対して、可能な限り、書面等による議決権行使を呼びかける。 

ただし、総会招集時において、出席者を特定したり、出席者の員数を定めたりする等、組

合員の総会への出席の機会を奪うことのないようにする必要があります。 

 

2、 会場に参集する形での出席を希望する組合員に対しては、注意喚起の内容等を厳守しても

らうことを事前に通知しておく。 

 

3、 招集通知を送付した後であっても、感染者数の推移等を踏まえ、開催を延期することも含

めた柔軟な対応をする。 

 

Q3  災害の発生や感染症の感染拡大等により、通常総会を招集することが困難な場合には、開

催を延期することはできますか。 

A3 管理者等（理事長等）は、少なくとも毎年一回総会を招集し（区分所有法第 34条第２項等）、

総会において、毎年一回一定の時期に、事務報告をしなければならないと考えられています（区

分所有法第 43条等）。これらの規定は、前年の総会開催時から１年以内に必ず総会の招集をし、

総会において事務報告をすることを求めているわけではないと考えられており、法務省からは、

今般の新型コロナウイルス感染症に関連し、前年の総会の開催時から１年以内に総会の開催を

することができない状況が生じた場合には、その状況が解消された後、本年中に総会を招集し、

総会において必要な報告をすれば足りるとの見解が示されています※。 

 ※ https://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00024.html 

また、標準管理規約第 42条第３項において、理事長は、通常総会を、毎年 1回新会計年度開

始以後 2 か月以内に招集しなければならないこととされていますが、災害又は感染症の感染拡

大等が発生しており、WEB 会議システム等を用いた開催も困難である場合等のやむを得ない場

合においては、通常総会を必ずしも新会計年度開始以後 2 か月以内に招集する必要はなく、こ

れらの状況が解消された後、遅滞なく招集すれば足りると考えられています（標準管理規約第

42条第３項関係コメント）。 

 

Q4 通常総会の開催を延期することを理事会で決定してよいですか。 

A4 通常総会の開催の延期に係る規定が管理規約にない場合には、理事会において、通常総会を

開催することのリスクや、組合員の安全・安心等を勘案し、通常総会を開催すべきか否かを検

討することが考えられます。その結果、やむを得ない対応として、通常総会の開催を延期する

こととした場合には、組合員に対して、通常総会の開催延期は、やむを得ない対応であること
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を理解してもらう必要があると考えられます。 

 

Q5 通常総会の開催を延期する場合にはどのような手続きが必要ですか。 

A5 通常総会の開催を延期する場合の手続きを管理規約に規定していない場合の一例としては、

次のような手続きが考えられます。 

 

1、 理事会を開催し、組合員の安全・安心等を確保するためのやむを得ない対応として、通常

総会の開催を延期することを決議する。併せて、通常総会が開催できるまでの間の管理組合

の運営は次のとおりに行うことを確認又は決議する。 

 

  ア  後任の役員が就任するまでの間は現在の役員がその職務を行うこと（標準管理規約第 36

条第 3項） 

  イ 会計年度の開始後、通常総会において今期収支予算案の承認を得るまでの間は、規約の

定めに従って予算を執行すること（標準管理規約第 58条第 3項） 

  ウ 管理会社との委託契約については、従前の契約内容と同一内容の契約を暫定契約として

締結すること 

※この点については、（一社）マンション管理業協会発行の「マンション管理会社の感染症

等流行時対応 ガイドライン」※をご参照ください。 

※ http://www.kanrikyo.or.jp/report/pdf/gyoumu/virus_20200227.pdf 

 

2、 組合員に対し、理事会で確認又は決議した事項を通知する。また、通知と同時に通知した

内容を書面で掲示することも考えられます。 

 

3、 通常総会の開催を延期すること等に関する組合員からの問合せ等については、理事長が真

摯に対応する。 

 

4、 その後、通常総会を開催できる状況になった場合には、遅滞なく開催し、前期の役員が継

続して行った職務等を報告するとともに、改めて、役員の選任、収支予算、管理委託契約の

更新について決議する。 

 

Q6 通常総会の開催を延期する場合には、管理会社との委託契約の更新はどのようにすれば

よいのですか。 

A6 緊急時のやむを得ない対応としては、理事会において、従前の契約内容と同一内容の契約を

暫定契約として締結することを決議することが考えられます。この場合には、理事会の決議に

より暫定契約を締結することについて、事前に、管理会社と協議し、理解を得ておくことが重

要です。その後、通常総会を開催できる状況になった場合には、遅滞なく開催し、管理会社と

従前の契約内容と同一内容の契約を暫定契約として締結していたことを報告するとともに、改

めて、委託契約の更新について決議する必要があります。 
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Q7 新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、集会室の使用を禁止したいと考えています

が、理事会の決議によって使用を禁止することはできるのでしょうか。 

A7 マンションにおける感染症の感染拡大のおそれが高いと認められた場合においては、使用細

則を根拠として、集会所の使用を一時的に停止・制限することは可能であると考えられます（標

準管理規約第 18条関係コメント①）。 

 

（令和 4年 3月） 


